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「不妊症」の定義

夫婦が避妊せずに通常の性生活を続けた場合に、1年たっ
ても妊娠に至らない状態
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ただし「不妊症」でなくても、、

１年に満たなくても女性の年齢が高い(35歳以上)場合、卵管
切除術の既往等、明らかな不妊原因がある場合

は精査・加療の対象
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頻度

• 生殖年齢にあり通常の性生活を行う夫婦のうち、不妊症と
なる可能性は約10％

• 妊娠を希望した時点で女性が35歳以上である場合、不妊
症となる可能性は約30％、女性が40歳以上である場合、
不妊症となる可能性は70%
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自然妊娠の機序

L  
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不妊症の原因５つ＋１とは？

男性因子

排卵因子

卵管因子

頸管因子

子宮因子

原因不明
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特定不妊治療

不妊治療における標準的な診療の流れ

タイミング法

（女性側）原
因検索

受診

原因疾患
への治療

（男性側）
原因検索 原因疾患不明確

採卵 体外授精

顕微授精

胚培養
胚移植

（新鮮胚移植）

胚移植
（凍結胚移植）

胚凍結保存

着床・
妊娠
維持

卵巣刺激

【診療の流れ（イメージ）】

人工授精

造精刺激 採精

卵子保存

精子保存

厚労科研「配偶子凍結および胚凍結を利用する生殖医療技術の安全性と情報提供体制の拡充に関する研究」において作成
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不妊治療のなかで最も妊娠率・生産率の高い治療

生殖補助医療（ART、体外受精／顕微授精・胚移植）

ARTによる出生数 約 5万7千人

総出生数 91万8千人
16人に1人 がART児

2018年
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ART   年別 治療周期数
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ART 年別 出生児数
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日本産科婦人科学会 ARTデータブック
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ART治療周期数 2018
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日本産科婦人科学会 ARTデータブック
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ART妊娠率・生産率・流産率 2018
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国外での不妊症診療ガイドライン

ASRM （米国） NICE （英国） ESHRE （欧州）
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多様な追加治療 (add-ons)
いわゆるオプション検査、治療

Armstrong S, et al. Fertil Steril 2019

タイムラプス

アシスディッドハッチング

エンブリオグルー

精子ＤＮＡ検査

カルシウムイオノフォアによる卵子活性化

ヒアルロン酸利用精子選別法

超高倍率の顕微授精

PGT

子宮内膜受容能検査

子宮内膜スクラッチング

免疫療法

• EMMA(子宮内膜マイクロバイオーム検査) 

• ALICE (感染性慢性子宮内膜炎検査)
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生殖医療ガイド
ラインについて
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ガイドライン作成の基本的考え方

2点について整理

1. 科学的なエビデンスの有無

2. 本邦における診療の実態

エビデンス＋本邦における診療の実態＝コンセンサス
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ガイドライン作成方法

• 厚生労働科学研究補助金 成育疾患克服等次世代育成基盤
研究事業（健やか次世代育成総合研究事業） 「配偶子凍結お
よび胚凍結を利用する生殖医療技術の安全性と情報提供体制
の拡充に関する研究」（通称：大須賀班）により作成。作成メン
バーは日本生殖医学会会員。

• 日本産科婦人科学会、日本泌尿器科学会をはじめとする関連
学会とも連携を図る

• 日本生殖医学会から出版する
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意見聴取
日本生殖医学会
日本産科婦人科学会
日本泌尿器科学会
日本産科婦人科医会

日本受精着床学会
JISART
日本卵子学会
日本アンドロロジー学会

ガイドライン作成の全体像

運営委員 4名

作成委員 42名 評価委員 10名

原案作成

修正、完成
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結果として、

アカデミア（大学）
大規模ARTクリニック
中小ARTクリニック
一般病院ART施設
胚培養士

の意見が反映される

ガイドラインは関係者の総意により完成
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日本生殖医学会について

• 旧 日本不妊学会

• 会員数約5000名

• 「生殖医療専門医」を認定

• 日本卵子学会とも密接な関係

「管理胚培養士」を共同認定
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日本生殖医学会の位置づけ

学会名 （主な対象疾患） 会員数 設立年

日本産科婦人科学会 16,885 1949

日本生殖医学会 （不妊・不育・がん生殖） 5,299 1958

日本婦人科腫瘍学会 （がん） 3,300 1975

日本周産期新生児医学会 （妊娠・分娩） 5,194 1983

日本女性医学会 （更年期等） 3,983 1986

生殖分野学会名 会員数 設立年 特徴

日本生殖医学会 5,299 1958 生殖医療専門医

日本受精着床学会 2152 1982

日本卵子学会 2100 1960 管理胚培養士・胚培養士

21



22



23



24



25



ガイドラインの構成

CQ クリニカルクエスチョン

検査・治療などの有効性、安全性などを評価するための問題

Answer アンサー

CQに対する回答
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...
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特定不妊治療

不妊治療における標準的な診療の流れ

タイミング法

（女性側）原
因検索

受診

原因疾患
への治療

（男性側）
原因検索 原因疾患不明確

採卵 体外授精

顕微授精

胚培養
胚移植

（新鮮胚移植）

胚移植
（凍結胚移植）

胚凍結保存

着床・
妊娠
維持

卵巣刺激

【診療の流れ（イメージ）】

人工授精

造精刺激 採精

卵子保存

精子保存

厚労科研「配偶子凍結および胚凍結を利用する生殖医療技術の安全性と情報提供体制の拡充に関する研究」において作成

ガイドラインでは各ステップごとの診療
を評価し、標準的なものを提示

1, 2, 3, 4, 36
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各CQに対して以下を記載

• CQ

• Answer

• 解説

• 実態

• 薬剤の使用方法

• Keyword

• 文献
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エビデンスレベルの表記

文献番号にはエビデンスレベルを記載する

エビデンスレベル

I：よく検討されたランダム化比較試験成績

II：症例対象研究成績あるいは繰り返して観察されている事象

III：I II以外, 多くは観察記録や臨床的印象, 又は権威者の意見
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推奨文ごとに推奨度を記載

推奨度

A : （実施すること等を）強く勧める

B : （実施すること等が）勧められる

C : （実施すること等が）考慮される
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まとめ

• 生殖補助医療（ART）は多くのステップよりなる。

• 生殖医療ガイドラン（以下GL）ではステップごとにきめ細かく
評価した。

• GLは適切な個別化医療が可能となるよう制作されている。

• 今後有効性が証明される可能性がある技術でも現時点では
評価できないものはGLに掲載されていない。

• 個別の患者ごとにみるとGL以外の治療が最善である可能性
は否定しない。

• GLに沿った治療ができなくなる医療制度は望ましくない。
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